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１．調査団員・氏名 

（１） 第一次現地調査 

 

氏 名 担当業務 現 職 

武下 悌冶 総 括 
独立行政法人 国際協力機構 
青年海外協力隊事務局 
審議役 

村山 博司 計画管理 
独立行政法人 国際協力機構 
資金協力支援部 実施監理第一課 
調査役 

辻本 令 調達監理計画 クラウン エイジェンツ 
首席代表 

小川 忠之 業務主任 / 太陽光発電システム / 
環境社会配慮 1 八千代エンジニヤリング株式会社 

土居 史和 系統連系太陽光発電システム 3 
関連制度・基準 3 四国電力株式会社 

藤澤 慶哲 系統連系太陽光発電システム 1 
関連制度・基準 1 四国電力株式会社 

山口 昌彦 機材／設備計画 1 八千代エンジニヤリング株式会社 

阿部 真 調達計画／積算 1 八千代エンジニヤリング株式会社 

車田 輝雄 建築設計 1 八千代エンジニヤリング株式会社 

鶴岡 葉介 建築設計 2 / 業務調整 八千代エンジニヤリング株式会社 
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（２） 第二次現地調査 

 

 

 

（3） 第三次現地調査 

 

 

氏 名 担当業務 現 職 

浜田 眞一 総 括 独立行政法人 国際協力機構 
ミクロネシア支所長 

安元 孝史 計画管理 
独立行政法人 国際協力機構 
資金協力支援部 実施監理第三課 
調査役 

小川 忠之 業務主任／太陽光発電システム 1
／環境社会配慮 1 八千代エンジニヤリング株式会社 

元木 要 副業務主任／太陽光発電システム

2／環境社会配慮 2 ICONS 国際協力株式会社 

土居 史和 系統連系太陽光発電システム 3 
関連制度・基準 3 四国電力株式会社 

藤澤 慶哲 系統連系太陽光発電システム 1 
関連制度・基準 1 四国電力株式会社 

阿部 真 調達計画／積算 1 八千代エンジニヤリング株式会社 

氏 名 担当業務 現 職 

小林 広幸 総 括 

独立行政法人 国際協力機構 
産業開発部 資源・エネルギーグル

ープ 資源・省エネルギー課 
課長 

小川 忠之 業務主任／太陽光発電システム 1
／環境社会配慮 1 八千代エンジニヤリング株式会社 

阿部 真 調達計画／積算 1 八千代エンジニヤリング株式会社 
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２．調査行程 

（１）第一次現地調査 

No. 月日 曜日 官団員 コンサルタント団員 宿泊地

1 7月12日 日  

• 報告書作成、収集資料整理 
• 市場調査 
• 移動 [東京 (10:30) → グアム (15:00) CO962] 

移動  [グアム  (18:50) →  コロール  (19:50) 
CO953] (土居団員) 

機中泊

2 7月13日 月  

• 移動  [コロール  (01:45) →  グアム  (04:40) 
CO954] 

• 移動  [グアム  (08:20) →  ポンペイ  (12:58) 
CO956] 

• 在ミクロネシア日本国大使館表敬 

ポンペイ

3 7月14日 火  

• 資源・開発省（R&D）、ポンペイ公共公社(PUC) 
等表敬訪問、本調査行程・内容の説明 

• 連邦政府複合施設、ミクロネシア短期大学の 
サイト調査 

ポンペイ

4 7月15日 水  
• PUCとの技術協議 
• プロジェクトサイト調査 

ポンペイ

5 7月16日 木  
• PUC発電所並びに配電線の運用状況調査 
• R&D、PUCとの技術協議 

ポンペイ

6 7月17日 金  

• プロジェクトサイト調査 
• R&D、PUCとの技術協議 
• ミクロネシア短期大学関係者、環境保護局

（EPA）との面談・協議  

ポンペイ

7 7月18日 土  
• 報告書作成、収集資料整理 
• 市場調査 

ポンペイ

8 7月19日 日 
ポンペイ着 • 報告書作成、収集資料整理 

• 市場調査 
ポンペイ

9 7月20日 月 

• 外務省表敬訪問、本調査行程・内容の

説明 
• R&D、PUC表敬訪問、本調査行程・内

容の説明 

• 官団員と同じ (業務主任) 
• 現地測量調査、機材配置計画、ケーブルルート

計画、市場調査 (他団員) 
 

ポンペイ

10 7月21日 火 
• 在ミクロネシア日本国大使館表敬 
• PUCとの面談・協議 
• プロジェクトサイト視察 

• 官団員と同じ (業務主任) 
• 現地測量調査、機材配置計画、ケーブルルート

計画、市場調査 (他団員) 
 

ポンペイ

11 7月22日 水 • M/D案の説明・協議 • 同上 ポンペイ

12 7月23日 木 
• M/D案の説明・協議 
 

• 移動  [ポンペイ  (15:00) → グアム  (17:20) 
CO957] 

• 移動 [グアム (11:50) → 東京 (14:45) CO961] 
(鶴岡団員) 

ポンペイ

13 7月24日 金 

• M/D署名 
• 在ミクロネシア日本国大使館へ調査結

果内容の報告 
 

• フィールドレポート署名 
• 在ミクロネシア日本国大使館へ調査結果内容の

報告 
ポンペイ

14 7月25日 土 日本へ帰国 
• 移動  [ポンペイ  (15:00) → グアム  (17:20) 

CO957] 
グアム

15 7月26日 日  • 移動 [グアム (11:50) → 東京 (14:45) CO961]  
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（２）第二次現地調査 

No. 月日 曜日 官団員 コンサルタント団員 宿泊地

1 12月5日 土  
• 移動 [マジュロ (10:55) → ポンペイ (14:20) 

CO957] 
ポンペイ

2 12月6日 日 

• 移動 [東京 (11:05) → グアム (15:35) 
CO962] 

• 移動 [グアム (19:40) → ポンペイ

(00:35)  CO958] 

• 報告書作成、収集資料整理 
• 市場調査 

ポンペイ

3 12月7日 月 

• 外務省表敬 
• JICAミクロネシア支所表敬、調査計画等説明・報告 
• 在ミクロネシア日本国大使館表敬 
• 資源・開発省（R&D）表敬訪問、本調査行程・内容の説明 

ポンペイ

4 12月8日 火 
• 資源・開発省（R&D）にてミニッツ協議 
• ポンペイ州公共公社(PUC)にて本調査行程・内容の説明 

ポンペイ

5 12月9日 水 
• R&D、PUCにてミニッツ協議 
• PUCとの技術協議 

ポンペイ

6 12月10日 木 
• R&D、PUCにてミニッツ協議、報告書説明 
• サイト最新状況調査 

ポンペイ

7 12月11日 金 

• ミニッツ署名 
• R&D、PUCとの技術協議、報告書説明 
• プロジェクトサイト調査 
• 在ミクロネシア日本国大使館、JICA支所報告 

ポンペイ

8 12月12日 土 
• 移動 [ポンペイ  (15:00) → グアム

(17:20) CO957] 

• 移動  [ポンペイ  (15:00) →  グアム  (17:20) 
CO957] 

• 移動  [グアム  (19:55) →  コロール  (22:25) 
CO953] 

ポンペイ

9 12月13日 日 
• 移 動  [ グ ア ム  (07:20) →  東 京

(09:55)  CO961] 
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（3）第三次現地調査 

No. 月日 曜日 官団員 コンサルタント団員 宿泊地

1 2月9日 火  • 移動 [東京 (11:05) → グアム (15:35) CO962] グアム

2 2月10日 水  

• 移動  [グアム  (08:20) →  ポンペイ  (12:58) 
CO956] 

• JICAミクロネシア支所表敬 
• 在ミクロネシア日本国大使館表敬 

ポンペイ

3 2月11日 木  
• プロジェクトサイ最新状況調査 
• 報告書作成、収集資料整理 
• 市場調査 

ポンペイ

4 2月12日 金  
• プロジェクトサイト最新状況調査 
• 報告書作成、収集資料整理 
• 市場調査 

ポンペイ

5 2月13日 土  • 報告書作成、収集資料整理 ポンペイ

6 2月14日 日 • 移動 [グアム→ ポンペイ(+1)] • 報告書作成、収集資料整理 ポンペイ

7 2月15日 月 
• 外務省表敬 
• 資源・開発省（R&D）表敬訪問、本調査行程・内容の説明 
• ポンペイ州公共公社(PUC)にて本調査行程・内容の説明 

ポンペイ

8 2月16日 火 
• 資源・開発省（R&D）にてミニッツ協議 
• プロジェクトサイト最新情報調査 

ポンペイ

9 2月17日 水 • R&D、PUCとの技術協議、ミニッツ協議 ポンペイ

10 2月18日 木 
• ミニッツ署名 
• 在ミクロネシア日本国大使館、JICA支所報告 
• 移動 [ポンペイ (15:00) → グアム (17:20) CO957] 

グアム

11 2月19日 金 • 移動 [グアム (07:20) → 東京 (09:55)  CO961]  
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関係者（面会者）リスト 

 所属及び氏名 職位 

資源・開発省 
Department of Resources and Development 
 

Mr. Marion Henry Acting Secretary 
Mr. Hubert K.Yamada Assistant Secretary 
Mr. Peter JM Konings Renewable Energy Advisor 
Mr. Shinji Koga JICA Senior Volunteer 

 
外務省 
Department of Foreign Affairs 
 

Mr. Lorin S. Robert Secretary 
Ms. Jane Chigiyal Deputy Secretary 
Mr. Kandhi A. Elieisar Assistant Secretary 
Mr. Brendy H. Carl Deputy Assistant Secretary 

 
財務省 
Department of Finance 
 

Mr. Joan Nuss Assistant Secretary 
Ms. Maggi Samo Customs and Tax Administration Officer 

 
運輸・通信・インフラストラクチャー省 
Department of Transport, Communication and Infrastructure 
 

Mr. Phillip Joseph Assistant Secretary 
Mr. Henry Tionqco Engineer 
Mr. Benster Sepastian Electric Engineer 
Mr. Wilmer Kilmete Architect 
Mr. Daniel Rebehem  

 
環境・危機管理室 
Office of Environment and Emergency Management (OEEM) 
  

Mr. Antholino Neth  FSM Public Assistant 
Mr. Joe Konno  

 
ポンペイ州環境保護局 
Pohnpei Environmental Protection Agency 
 

Mr. Donna Scheuring Environmental Consultant 
Mr. Charles Lohn Environmental Educator 
Mr. Nelson Henry, Jr. Pollution Control Supervisor 
Mr. Henry Susaia Environmental Specialist 
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ミクロネシア短期大学 
College of Micronesia National Campus (COM-FSM) 
 

Mr. Spensin James President 
Mr. Joseph Habuchmai Vice President 
Mr. Francisco W. Mendiola Director of Facilities and Security 
Mr. Alfred Olter Project Manager 

 
ポンペイ州公共公社 
Pohnpei Utilities Corporation (PUC) 
 

Mr. Feliciano M. Perman GM/CEO 
Mr. Esmond Moses Strategy Planning 
Ms. Carleen Solomon Assistant GM 
Mr. Nixon Anson Special Assistant GM 
Mr. John T,Martin Acting Assistant GM 
Mr. Dackson Solomon Assistant GM 

 
在ミクロネシア日本大使館 
 

佐藤 昭治 氏 特命全権大使 
寺澤 元一 氏 カウンセラー 
原田 真理子 氏 二等書記官 
武田 貴子 氏 専門調査員 

 
JICA ミクロネシア支所 
 

浜田 眞一 氏 支所長 
福島 庸介 氏 企画調査員 
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事業事前計画表（概略設計時） 

1. 案件名 

ミクロネシア連邦国 太陽光を活用したクリーンエネルギー導入計画 

2. 要請の背景（協力の必要性・位置付け） 

ミクロネシア連邦国（以下「ミ」国と称す）では、1981 年から約 10 年間、米国エネルギー省から
の支援により、連邦政府としてのエネルギー開発計画を策定する部署が存在していたが、現在では、
連邦政府によるエネルギー政策は存在せず、各州レベルで電力公社もしくは公共公社が主体とな
り、エネルギー・電力計画、標準・仕様の策定、運営・維持管理体制の整備が行われている。島嶼
国の「ミ」国では、主要なエネルギー資源である石油は、全量シンガポールからの輸入に依存して
おり、電力供給はほぼ 100%ディーゼル発電により賄っている。このため、昨今の気候変動問題へ
の意識の高まり、原油価格高騰の影響を受け、発電供給力がディーゼル発電設備に偏重した現状を
見直し、発電資源の多様化が喫緊の課題となっている。かかる状況下、「ミ」国政府は太陽光発電
（PV）を代表とする、クリーンエネルギーの開発を重点項目と位置付け、2008 年 1 月に我が国が
ダボス会議において発表した新たな資金メカニズム「クールアース・パートナーシップ」への参加
を決定している。 

本計画対象地域であるポンペイ州においては、ポンペイ州公共公社（PUC：Pohnpei Utilities 
Corporation）がポンペイ州の電力事業を担っている。PUC は、民営化、株式会社化されておらず、
1991 年に制定された「州法 2L-179-91」に従い、100%ポンペイ州政府により所有されている。しか
しながら、連邦政府もしくは州政府は、PUC の指導・監督を行う立場にはなく、PUC は準政府機関
として政府から独立した経営を行っている。PUC はディーゼル発電所（Nanpohmal 発電所）と、水
力発電所（Nanpil 発電所）、更にはバージ発電所を所有しているが、現在は同ディーゼル発電所の
みが運転可能な状態であり、更に同発電所内の 7台のディーゼル発電設備のうち 2台が故障してお
り、停電が頻発する不安定な電力供給を余儀なくされている。 

「ミ」国では、ポンペイ州、チューク州を中心として、1990 年代後半から、離島における村落電
化のため家庭用のソーラーホームシステム、病院や学校などの公共施設を対象として PV の導入が
進められている。更に、2008 年 10 月には、EU の支援による「Support to the Energy Sector in Five 
ACP Pacific Islands (REP5)」により、コスラエ州において本計画対象設備と類似の連系 PV シス
テムが導入されている。また、本計画対象地域であるポンペイ州では、中国の支援により連邦政府
複合施設とミクロネシア短期大学に PV による街路灯が設置されている。本計画では、これら先行
案件の実施により得られた知見を活用しつつ、将来の連系 PV システムの普及促進を図り、気候変
動問題の緩和策支援としてふさわしいクリーンエネルギー活用を具体化する系統連系型太陽光発
電設備を導入することが要請されている。 

3. プロジェクト全体計画概要 

(1) プロジェクト全体計画の目標（裨益対象の範囲及び規模） 

本計画の実施により、ポンペイ州電力系統により供給される、ポンペイ島の住民合計約 3.5 万
人（2000 年推計）に対し、太陽光発電を利用した電力を供給することが可能となる。 

(2) プロジェクト全体計画の成果 

1) 系統連系型太陽光発電設備の調達・据付が行われる。 

2) 太陽光発電を利用した電力が供給される。 

(3) プロジェクト全体計画の主要活動 

1) 系統連系型太陽光発電設備の調達・据付を行う。 

2) 計画対象設備の運営維持管理のための能力強化を行う。 

(4) 投入（インプット） 

1) 日本側：無償資金協力 5.20 億円 

2) 相手国側 

a) 施設建設用地の提供 
b) 運転・維持管理要員 
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c) 調達された設備の運転・維持管理費用 

(5) 実施体制 

1) 主管官庁： 資源・開発省（R&D） 

2) 実施機関： ポンペイ州公共公社（PUC） 

4. 無償資金協力案件の内容 

(1) サイト 
連邦政府複合施設、ミクロネシア短期大学 

(2) 概要 
系統連系型太陽光発電設備の調達と据付 

(3) 相手国側負担事項 
用地確保、銀行口座開設手数料負担 

(4) 概算事業費 
5.21 億円（無償資金協力 5.20 億円、「ミ」国側負担 0.01 億円） 

(5) 工期 
入札期間を含め約 19 ヶ月（予定） 

(6) 貧困、ジェンダー、環境及び社会面の配慮 
特になし 

5. 外部要因リスク 

特になし 

6. 過去の類似案件からの教訓の活用 

特になし 

７．プロジェクト全体計画の事後評価に係る提案 

(1) プロジェクト全体計画の目標達成を示す成果指標 

項 目 現状（2009 年） 計画後（2011 年） 

(1) ディーゼル燃料消費量（ℓ ） 
(2) CO2排出量（トン） 

9,549,000 
25,015 

9,512,000 
24,917 

 

(2) その他の成果指標 
特になし 

(3) 評価のタイミング 

2011 年以降 
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ソフトコンポーネント計画書 

(1) ソフトコンポーネントを計画する背景 

ミクロネシア連邦国（以下、「ミ」国と称す）における、電力需給状況は各州によって異なるが、

基本 24 時間給電とし運営している。電力供給については、ほぼ全てをディーゼル発電に依存して

いるため、また発電燃料の主となる原油の価格高騰もあり、化石燃料への依存からの脱却は大き

な課題となっている。そのため、連邦政府としての公式エネルギー政策「国家気候行動計画（1997

年）」では、再生可能エネルギー（太陽光発電）を積極的に導入し、化石燃料への依存度を低減す

る方針が明確に示されている。連系型 PV システムを導入する本環境プログラム型無償資金協力

（以下、「本計画」と称す）は、その政策に合致しており、「ミ」国からの積極的な協力も得られ

ている。 

本計画における対象サイトは連邦政府複合施設とミクロネシア短期大学であり、主管官庁はミ

国連邦政府の資源・開発省（Department of Resources and Development: R&D）のエネルギー局

（Energy Office）、実施機関は、ポンペイ州の電力事業を担っているポンペイ州公共公社（Pohnpei 

Utilities Corporation: PUC）が担当する。PUC は、ポンペイ州における電力事業を一手に担っ

ており、ポンペイ州政府より選出された役員５名の下、管理部・経理部・上下水道部・送配電部･

発電部の５部署から成り、総勢は 2009 年 7 月時点で 136 名である。また、PUC は民営化、株式会

社化されておらず、1991 年に制定された「州法 2L-179-91」に従い、100%ポンペイ州政府により

所有されているが、PUC は準政府機関として政府から独立した経営を行っている。 

PV システムの導入事例に関しては、本計画の対象地域であるポンペイ州には導入されたことが

なく、本計画が初となる。そのため、連系型 PV システムの習得環境が整っておらず、適正な技術

を R&D Energy Office や本計画対象サイトの電力設備を管轄する PUC が日常の業務を通じて習得

することも困難と判断できる。また、連系型 PV システムは既存の電力系統に連系するため、現地

の PUC の協力なくしては成り立たず、更に将来的な普及を考慮した場合でも現地の PUC へ技術移

転することが望ましいと判断できる。これらのことから、連系型 PV システムに関する維持管理概

念及びその方法を定着させることは若干時間がかかるものと考えられるが、本計画にて実施機関

となる PUC へ導入設備の維持管理運転に関する適切な技術移転を、太陽光発電の基礎レベルから

太陽光発電設備の維持管理に係る応用レベルまでの広い範囲について、また定着度を確認しなが

ら数回に別けて適正に実施することにより、本計画にて導入する連系型 PV システムの持続的で円

滑な維持管理が可能となる。 

 

 

 

1) 現状の課題 

・ 連系型 PV システムに関する維持管理体制が明確化されていない。 

・ 連系型 PV システムに関する技術知識が乏しい。 

・ 連系型 PV システムに関する維持管理概念及びその方法についての知識が乏しい。 

・ 連系型 PV システムに関するトラブルシューティング対応が困難である。 

・ 連系型 PV システムに適応する電気料金の設定が未定である。 

 

 

 

以上、現状の問題点とその改善案をまとめると次表のようになる。 
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表 1 現状の問題点とその改善案 

現状の問題点 改善案 必要なソフトコンポーネント 

・連系型 PV システムに関する維持

管理体制が明確化されていない。 
・PUC が主体となり、PUC 内に維持管理体制を確

立する。 

・最適な維持管理体制の細分化、具体化へ

の提言を行い、関係各機関各者と協議・検

討を行う。 

・連系型 PV システムに関する技術

知識が乏しい。 

・連系型 PV システムの維持管理マニュアルを整

備する。 

・マニュアルの作成及び実施指導を支援す

る。 

・連系型 PV システムに関する維

持管理概念及びその方法について

の知識が乏しい。 
 

 

・「独立型」および「連系型」を含めた PV システム

に関する技術トレーニングを実施する。 

 

・モニタリング方法、定期点検方法等モニタリング

に関するトレーニングを実施する。 

・適正な PV システムに関する技術トレーニン

グを実施する。 

 

・適正なモニタリングに関する技術トレーニン

グを実施する。 

・連系型 PV システムに関するト

ラブルシューティング対応が困難

である。 

 

・維持管理マニュアルにはトラブルシューティング

も含め策定する。 

 

・マニュアルの実施指導、啓蒙活動を行い、維持

管理が適切に行なわれるようにする。 

・マニュアルの作成及び実施指導を支援す

る。 

 

 

・同 上 

・連系型 PV システムに適応する電

気料金設定が未定である。 
・最適な電気料金を設定する。 

・最適な電気料金の設定についての提言を

行い、関係各機関各者と協議・検討を行う。 

 

 

(2) ソフトコンポーネントの目標 

本計画の対象機材の運営維持管理について、実施機関である PUC が設備を所有した形態におい

て、維持管理マニュアルに基づき、持続的で円滑な運営維持管理が実施できることを目標とする。 

 

 (3) ソフトコンポーネントの成果 

ソフトコンポーネントの成果は以下に示す通りである。 

1) 本計画で施設される連系型 PV システムの維持管理マニュアルがトラブルシューティングを

含んで作成される。 

2) 本計画の連系型PVシステムの基礎的な知識が得られ、機材の維持管理が持続的に行われる。 

3) 必要に応じ、最適な電気料金が設定され、持続的で円滑な維持管理体制が構築される。 
 
   これらの成果を得るためには、以下の活動を実施する。 

 

以下の活動にあたっては、連系型 PV システムについて無償資金協力の対象地域であるポンペ

イ州では初めての導入となることから、実施機関である PUC には連系型 PV システムに関する運

営維持管理のノウハウはほとんど無いといえる。そのため、太陽光発電の基礎レベルから太陽

光発電設備の維持管理に係る応用レベルまでの広い範囲についてトレーニングを実施する。具

体的な内容は表２に示すとおりであり、カテゴリー１～４に大別できる。実施工程は、カテゴ

リー毎にある一定期間を設けて分けて実施することにより、確実かつ効率的な定着を図り、全

４回とする。 

    各実施内容の必要日数ついては、相手国との相互協力でのマニュアル等の作成作業や技術移

転からその定着度の確認までと実施内容が幅広く、それらを着実に進めていくために、１週間

を最小単位として考える。また、体制については、マニュアル等の作成作業では２チーム構成

等にすることで作業効率の向上が図れ、教育では講師１名で講義を主導的に進め、もう１名が

受講者のフォローすることで効果的な教育が可能となるため、総括１名・補佐１名の２名体制

とする。 
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表 2 トレーニング内容 

カテゴリー 具体的実施内容（目的） 投入量 

1. O&M 体制の構築 

1.1 O&M 実施者の責任内容の明確化 0.25MMx2 名 

計1.00MMx2名1.2 最適な電気料金の提言 0.25MMx2 名 

1.3 「ミ」国側と相互協力にて O&M マニュアルの作成 0.50MMx2 名 

2. 技術トレーニング 

2.1 ＰＶシステムの原理と基礎知識 0.25MMx2 名 

計1.25MMx2名

2.2 連系型ＰＶシステムの特徴 
0.25MMx2 名 

2.3 連系型ＰＶシステ導入時の検討課題 

2.4 据付 

0.25MMx2 名 
2.5 点検 

2.6 運転 

2.7 メンテナンス 

2.8 トラブルシューティング 0.50MMx2 名 

3. 管理組織トレーニング 

3.1 電気料金徴収方法 0.25MMx2 名 

計0.75MMx2名3.2 O&M マニュアルの適正化 0.25MMx2 名 

3.3 O&M 体制の評価 0.25MMx2 名 

4. モニタリング 

4.1 モニタリング方法の適正化 0.25MMx2 名 

計1.00MMx2名
4.2 定期点検 0.25MMx2 名 

4.3 評価項目 0.25MMx2 名 

4.4 モリタリング結果報告 0.25MMx2 名 

合 計 4.00MMx2 名 
 
 

 (4) 達成度の確認方法 

実施工程は４回に別け、各工程にて表２のカテゴリーの１～４を順次実施するが、各工程での

達成度を以下の通りに確認・評価する。 

カテゴリー１：維持管理マニュアルの評価・指導 

カテゴリー２：表 2 内 2.1～2.3 理解度確認レポート作成、2.4～2.8 理解度確認レポート作成

及び技能評価 

カテゴリー３：維持管理者へのインタビュー調査及び実作業評価 

カテゴリー４：維持管理者へのインタビュー調査及び実作業評価 

 

(5) ソフトコンポーネントの活動（投入実施計画） 

1) ソフトコンポーネント実施内容 

  本計画対象機材の維持管理方法を具体的に理解し実践してもらうため、ソフトコンポーネント

計画にて実施する内容は、前述した表２に記載したとおりである。 

 

2) オリエンテーションの実施 

ソフトコンポーネントの実施にあたっては、基本的に実施機関 PUC の協力が不可欠であり、コ

ンサルタントは、ソフトコンポーネントの目的、実施内容、活動スケジュール等についてオリエ

ンテーションを開催し、理解を徹底させる。 
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「ミ」国からのオリエンテーションへの参加者は、本計画の対象である PUC に加え、主管官庁

の R&D Energy Office、対象サイトの連邦政府複合施設およびミクロネシア短期大学からの関係

者を含み、ソフトコンポーネント委員会に含まれない関係者に対しても必要なことは情報連係し

ていく。例えば、対象サイトの関係者には、システム設置場所の所有者としてシステム維持管理

体制の基本事項について正しく認識してもらうこと、および導入連系型 PV システムへの異変を発

見した際等の PUC への連絡ルート構築等、初動体制への協力を仰ぐことを目的としオリエンテー

ションに参加してもらう。 

 

3) ソフトコンポーネント委員会（仮称）の設置 

開始直後、PUC は、ソフトコンポーネントの円滑な実施とソフトコンポーネント終了後の持続

的運用を促進するため、ソフトコンポーネント委員会（仮称）を設置する。 

同委員会は、ソフトコンポーネントの実質的窓口となり、推進を行うと共に、本計画期間中、

本機材の維持管理が持続的かつ円滑に行われるようソフトコンポーネント委員会（仮称）を定期

的に主催する。これはソフトコンポーネントの達成状況把握、意見交換、課題討議の場とする。 

また、コンサルタントは対象国が本計画終了後も同体制の継続が必要と判断した場合、その継

続が円滑に進むようソフトコンポーネント内でサポートしていく。 

 

4) 維持管理マニュアル作成 

本計画中に、PUC は、コンサルタントと協議し、維持管理活動を行うためのマニュアルを作成

する。「ミ」国側のイニシアティブを引き出すために PUC が主体となり、マニュアルの原案を作成

し、それについてコンサルタント側で評価・コメント・フィードバックし、維持管理マニュアル

を完成させる。また、この維持管理マニュアルは、トラブルシューティングを含み作成する。 

 

 

(6) ソフトコンポーネントの実施リソースの調達方法 

本件ソフトコンポーネントの活動を有効的に、かつ効率的に行うためには、「ミ」国側にソフト

コンポーネント委員会を設置する。ソフトコンポーネント委員会はコンサルタントの意向を十分

に汲み取りながら機材据付後の機材の維持管理活動を主体的に行う。この委員会は、PUC から５

名程度（例：実際の維持管理者及びその上司）で構成し、実施体制は以下の組織図とする。 

 

 

 

 
 
 
 

 

 

 

図 1 ソフトコンポーネント実施体制（案） 

 

 

コンサルタント

PUC 

（ソフトコンポーネント委員会) 
(全体管理) 

５名程度提供 
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表 3 ソフトコンポーネント活動役割分担 

担 当 日本人コンサルタント PUC 

本計画の組織 2 名 
5 名程度 

（実際の維持管理者及びその上司） 

本計画の運営方法 全体の進捗状況の管理 業務全体の管理・実際の維持管理 

電気料金 提 言 検討・決定 

本計画内容のオリエンテーション 説 明 開 催 

維持管理マニュアル 助 言 原案作成 

維持管理のフォローアップ 管理・指導 結果の提出 

報告先 
在ミクロネシア日本大使館

及び JICA 
日本人コンサルタント 

 

   本計画で導入される連系型 PV システムは日本製となる予定であることから、それらの設備は日

本の電力品質確保に係る系統連系技術要件ガイドラインに準拠したものとなる。そのため、ソフ

トコンポーネント実施者は、そのガイドラインを熟知した日本人コンサルタントが望ましい。 

 

 

(7) ソフトコンポーネントの実施工程 

ソフトコンポーネントの実施工程は図 2 のとおりで表 2 に示すカテゴリー毎に実施していく。

また、それぞれのカテゴリーの実施時期については以下のとおりである。 

カテゴリー１：維持管理体制構築の支援を目的に行うことから、また機材据付前に維持管理体制

を明確化させておくことは設備据付時における当事者意識を喚起できることから、

設備据付以前に実施する。 

カテゴリー２：据付・点検・運転等について実設備を利用し行うため、据付工事の半ば頃に実施

する。 

カテゴリー３：設備が運開するまでに備えておくべき維持管理マニュアル等について行うため、

設備運開前に実施する。 

カテゴリー４：「ミ」国側が自主的に維持管理できているかを確認することに焦点を置き実施する

ため、据付完了後約４ヶ月を目途に実施する。 

 

本計画対象機材は、新規に据付けされるシステムであり、ほとんど基礎からシステムの維持管

理体制を作り上げる必要がある。そのため、ソフトコンポーネントは据付工事開始前から開始し、

基礎レベルから順次実施していく。 
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＊進捗状況報告書については、各工程の終了後、施主に提出する。 

図 2 ソフトコンポーネント実施工程 

 

(8) ソフトコンポーネントの成果品 

本計画のソフトコンポーネント実施により得られる成果品は次の通りである。 

1)オリエンテーション開催記録 

2)ソフトコンポーネント委員会の開催記録 

3)進捗状況報告書 

4)理解度確認レポート 

5)実際の維持管理者へのインタビュー調査及び実作業評価の結果 

6)維持管理マニュアル 

 

(9) 相手国機関の責務 

1) PUC は、本ソフトコンポーネント実施に協力するソフトコンポーネント委員会を設置する。 

2) PUC は、本ソフトコンポーネント実施に必要となる作業室等を用意する。 

3) PUC は、本ソフトコンポーネントに必要な人員を提供する。 

4) ソフトコンポーネント委員会は、コンサルタントと協議し、維持管理マニュアルの作成を自

ら実施する。 

5) PUC は、コンサルタントの提言に基づき、必要に応じて導入する連系型 PV システムに最適な

電気料金を検討・決定する。 

6) PUC は、維持管理マニュアルに基づき、連系 PV システムを適切に維持管理していく。 

7) PUC は、維持管理マニュアルに基づいた一定期間においては、実績報告を日本人コンサルタ

ントへ提出する。 
 

暦年

カレンダー月

工程

818 11 12109 5 6

機 器 製 作

26 3 11

2010年 2011年

47 12107 9

ソフトコンポーネント委員会設置

オリエンテーション

カテゴリー１

カテゴリー２

カテゴリー３

カテゴリー４

合計人月　　　8.0
2.0 2.5 1.5 2.0

ＰＵＣ

工程

日
本
人
コ
ン
サ
ル
タ
ン
ト

検 収 ・ 竣 工 引 渡 し

全 体 コ ミ ッ シ ョ ニ ン グ

機 材 据 付 工 事

機 器 製 作

資機材海上輸送・通関・陸上輸送

1.0月x2人

1.25月x2人

0.75月x2人

1.0月x2人
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7. 参考資料／入手資料リスト 

調査名： ミクロネシア連邦国 太陽光を活用したクリーン・エネルギー導入計画準備調査 

番号 名 称 
形態 

図書・ビデオ・地図

・写真等 
ｵﾘｼﾞﾅﾙ･ｺﾋﾟｰ 発  行  機  関 発行年 

1 Infrastructure Development Plan (FY2004 – FY2023) 図書 コピー Department of Transportation, Communications & 
Infrastructure 2004 

2 Statistical Yearbook Federated States of Micronesia 
2008 図書 コピー 

Office of Statistics, Budget & Economic 
Management, Overseas Development Assistance 
& Compact Management (SBOC) 

2008 

3 Environmental Impact Assessment Regulations 図書 コピー Pohnpei Environmental Protection Agency 1995 

4 Financial Statements and Additional Information and 
Independent Auditors’ Report (2007-2008) 図書 コピー Pohnpei Utilities Corporation 2009 

5 Preparation of Operation and Rates Analysis (Interim 
Report) 図書 コピー Ridgway Capital Projects Limited 2006 
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８．プロジェクトの裨益効果 

(1) ディーゼル燃料消費量の節減効果 

PUCより入手した2004年から2008年のNANPOHNMALディーゼル発電所の運転実績から、

発電電力量(kWh)当たりの燃料消費量を次のとおり算出した。 
 

表 - 1 ディーゼル発電所燃料消費量 

FY Exported
power

Fuel consumption
[litter]

Fuel cost
[US Dollar]

Unit fuel consumption
[litter / kWh]

Unit fuel cost
[US Dollar / kWh]

2004 38,920,480 10,677,445 4,074,718 0.274 0.105
2005 37,590,730 10,309,913 3,977,759 0.274 0.106
2006 36,751,090 10,167,915 6,162,076 0.277 0.168
2007 36,499,450 10,196,966 8,484,587 0.279 0.232
2008 34,395,740 9,548,553 11,183,601 0.278 0.325

Average 36,831,498 10,180,158 6,776,548 0.276 0.187  
出所：PUC からの入手資料より調査団にて作成 
 

上記 2004～2008 年の平均 kWh 当たり燃料消費量 0.276 litter/kWh を適用すると、年

間燃料節減量は、 

 

 年間燃料節減量 [litter] 

＝（Capital 年間発電電力量 [kWh]＋COM 年間発電電力量 [kWh]）× 0.276 

[litter/kWh] 

＝（72,548 ＋ 63,469）× 0.276 

＝ 37,541 litter 

 

となる。 

 

設備導入から本計画の目標年次である 2016 年まで 6 年間の燃料節減量を算出すると、 

 

 2016 年までの燃料節減量＝37,541 litter × 6 年＝225,246 litter 

 

となる。 

 

2)CO2 排出量の削減効果 

 (1)で算出した年別ディーゼル燃料削減量を基に、以下の係数を用いて CO2排出量の削

減効果を算出する。 

 
 

その結果、年間 CO2排出削減量は 

 

 年間 CO2 排出削減量 [kg] ＝ 2.62 [kg-CO2/liter] × 年間ディーゼル燃料節減量 

[litter] 

                          ＝ 2.62 × 37,541 

                          ＝ 98,357 [kg] 

CO2削減量 [kg] ＝ 軽油CO2排出係数 × ディーゼル燃料節減量 
＝ 2.62 [kg-CO2/liter] × ディーゼル燃料節減量 [litter] 
* 排出係数については平成19年3月環境省地球環境局の「総排出量算定方法ガイドライン」を引用。 



 

A-8-2 

 

となり、2011 年から 2016 年の 6年間で、 

 

  2016 年までの CO2排出削減量 [ton] ＝ 年間 CO2排出削減量 [kg] /1000 × 6 年 

                          ＝ 98,357 / 1000 × 6 

                                    ＝ 590 [ton] 

 

の CO2排出削減が可能である。 
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